
令和５年度

労働基本調査報告書

登　別　市



　　　　令和６年３月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登　別　市　長　　　小　笠　原　　春　一　　　　

は　　じ　　め　　に

　平素より、本市労働行政の推進に対しまして、格別のご理解とご協力を賜
り、また、職場内において新型コロナウイルス感染症の感染対策を講じていた
だいておりますこと、厚くお礼申し上げます。
　さて、室蘭管内における雇用情勢については、有効求人倍率は令和６年１月
時点で、１．３５倍となっており、少子高齢化や、人材不足などから多くの業
種において労働力不足となっている現状であります。
　本書は、市内の民間事業所における労働環境・各種制度等の実態を把握する
ことを目的として実施し、結果を取りまとめたものです。
　この調査結果は、今後の労働施策の検討の際に、参考にするとともに、市内
事業所の皆様については、参考資料として、広く御活用いただき、職場環境
や、労働条件等の改善など、働く人々のよりよい環境作りのお役に立てば幸い
と存じます。
　本調査の実施にあたり、お忙しい中ご協力いただきました各事業所の皆様に
重ねて厚くお礼を申し上げますとともに、今後とも一層のご協力をお願い申し
上げます。



1

2

3

4

6

7

9

10

11

12

　　　１０　派遣社員の活用 13

　　　１１　雇用について課題を感じていること 14

　　　１２　インターンシップの受け入れ 15

　　　１３　新卒者（正規従業員）の初任給 16

　　　１４　平均年齢・平均給与（正規従業員） 17

　　　１５　正規従業員に係る各制度の実施状況 18

　　　１６　一時金の支給状況 19

　　　１７　時間外勤務（正規従業員） 20

　　　１８　週休２日制（正規従業員） 21

　　　１９　年次有給休暇 22

　　　２０　定年制度 23

　　　２１　高年齢者の６５歳までの安定した雇用の確保を目的とした『高年 24

　　　　　　齢者雇用安定法』への対応

 　　 ２２  退職金制度 25

　　　２３　今後の高齢者の雇用 26

　　　２４　各種保護制度の正規従業員の利用状況（生理休暇制度） 27

　　　２５　各種保護制度の正規従業員の利用状況（産前産後休暇制度） 28

　　　２６　各種保護制度の正規従業員の利用状況（育児休業制度） 29

　　　２７　各種保護制度の正規従業員の利用状況（育児時間制度） 30

　　　２８　各種保護制度の正規従業員の利用状況（介護休業制度） 31

　　　２９　『女性活躍推進法』に定められている行動計画策定について 32

      ２９　妊娠・出産・育児・介護のため退職した方の再雇用制度 33

　　　３１　事業所内で女性が占める役職者（管理職以上）の割合 34

　　　３２　障がい者の雇用 35

　　　３３　障がい者の種類別の雇用人数（正規従業員） 36

　　　３４　障がい者の種類別の雇用人数（パートタイマー） 37

　　　３５　障がい者を雇用していない理由 38

　　　３６　今後の障がい者の雇用 39

　　　３７　パートタイマーの従業員数・平均年齢・平均時間給 40

　　　３８　パートタイマーの諸制度 42

43

44

目　　　　　次

Ⅰ　調　査　の　概　要

Ⅱ　調　査　結　果

　　　　１　回答事業所の内訳

　　　　２　事業所の概況・従業員数

　　　　３　事業所の概況・各種制度

　　　　４　従業員数及び前年度からの推移

　　　　５　新卒者の採用状況

　　　　６　令和６年４月の新卒者採用予定がない場合、その理由

　　　　７　令和４年１月～令和４年１２月に離職した正規従業員の離職理由

　　　　８　過去３年間の新規採用正規従業員の離職率

　　　　９　労働力の充足状況

　　　３９　働き方改革の取り組み内容

　　　４０　外国人労働者の雇用



45

　　　４２　女性外国人労働者の雇用形態について（在留資格別） 46

　　　４３　技能実習制度の形態 47

　　　４４　今後の外国人労働者の雇用 48

　　　４５　外国人労働者を雇用しない理由 49

　　　４６　ハラスメントへの対応 50

　　　４７　人材等について 51

　　　４８　雇用・労働施策について 52

　　　４９　BCP（事業継続計画）の策定状況 53

　　　５０　BCPを策定する上での課題 54

　　　５１　奨学金の返済支援制度 55

　　　５２　ＩＴツールの導入について 56

　　　５３　ＩＴツールの導入・検討内容について 57

　　　５３　ＩＴツールを導入しない理由 58

　　　４１　男性外国人労働者の雇用形態について（在留資格別）



１　調査の目的

２　調査事項
（１）　事業所の概況
（２）　従業員の雇用状況
（３）　賃金
（４）　正規従業員の一時金・諸手当
（５）　正規従業員の労働時間・休暇
（６）　正規従業員の定年・再雇用・退職金
（７）　母性等の保護制度および男女共同参画社会
（８）　障がい者雇用
（９）　パートタイマー
（10）　働き方改革について
（11）　外国人労働者の雇用について
（12）　ハラスメント対策に関する取り組みについて
（13）　人材等について
（14）　雇用施策、労働施策について
（15）　BCP（事業継続計画）の策定状況について
（16）　奨学金返済に関する支援について
（17）　ITツールの導入について

３　調査期日

４　調査対象

５　調査方法

６　調査回答状況

Ⅰ　調　査　の　概　要

　以下の2つの方法から回答
　①設問・解答用紙による回答
　②専用ウェブフォームからの回答

　登別市内の民間事業所における雇用条件等の実態と動向を把握し、労働行政の施策を推進し
ていくための基礎資料とするために、賃金をはじめとする労働諸条件等を調査すること。

　令和５年１０月末現在で調査を実施。ただし、初任給については令和５年４月１日現在で調
査を実施。

　市内に所在する民間事業所のうち、従業員５人以上の事業所を対象とし、３６５事業所を対
象。
　なお、市内に複数の支店、営業所等をお有する場合、登別市外に本店がある場合は本店で一
括調査を行った。

　３６５事業所を対象に調査を実施した結果、５５．１％に当たる２０１事業所から回答を得
た。
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１　回答事業所の内訳

　業種別・規模別回収状況 （社）

0 1 5 10 20 30 100

～～～～～

4 9 19 29 99

人人人 人 人 人

建設業 59 59 38 64.4% 1 7 21 7 1 1 0 21

製造業 27 27 13 48.1% 1 1 4 2 2 3 0 14

卸小売業 87 87 42 48.3% 3 9 17 9 4 0 0 45

サービス業 177 177 100 56.5% 0 13 28 29 13 12 5 77

その他 15 15 8 53.3% 1 0 3 2 0 2 0 7

合計 365 365 201 55.1% 6 30 73 49 20 18 5 164

Ⅱ　調　査　結　果

　業種及び従業員規模による各区分毎の調査対象事業所数並びに回答事業所数を示したものです。

規模別回答数
郵

送

事

業

所

数

調

査

対

象

事

業

所

数

回

答

事

業

所

数

回

収

率

未

回

答

事

業

所

数

人

以

上

区　分

59

(16.2%)

27

(7.4%)

87

(23.8%)177

(48.5%)

15

(4.1%)

調査対象事業所数

合計３６５

単位：社

38

(18.9%)

13

(6.5%)

42

(20.9%)
100

(49.8%)

8

(4.0%)

回答事業所数

合計２０１

単位：社

建設業

製造業

サービス業

建設業

製造業

卸小売業
サービス業

その他

卸小売業

その他
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２　事業所の概況・従業員数

≪正規雇用従業員≫

≪非正規雇用従業員≫

1 5 10 20 30 100 1 5 10 20 30 100

～～～～～ ～～～～～

4 9 19 29 99 4 9 19 29 99

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

社 38 37 7 21 7 1 1 0 17 16 1 0 0 0 0

人 362 332 18 148 109 20 37 0 30 24 6 0 0 0 0

社 13 12 1 4 2 2 3 0 9 4 1 3 1 0 0

人 318 242 3 21 22 49 147 0 76 8 6 33 29 0 0

社 42 39 9 17 9 4 0 0 27 14 6 6 0 0 1

人 622 333 23 120 105 85 0 0 289 30 43 94 0 0 122

社 100 100 13 28 29 13 12 5 75 34 18 11 3 7 2

人 4,412 3,099 38 187 378 327 758 1,411 1,313 73 119 148 74 402 497

社 8 7 0 3 2 0 2 0 5 2 2 0 0 1 0

人 174 119 0 24 21 0 74 0 55 2 12 0 0 41 0

社 201 195 30 73 49 20 18 5 133 70 28 20 4 8 3

人 5,888 4,125 82 500 635 481 1,016 1,411 1,763 137 186 275 103 443 619

100.0% 2.0% 12.1% 15.4% 11.7% 24.6% 34.2% 100.0% 7.8% 10.6% 15.6% 5.8% 25.1% 35.1%

70.1% - - - - - - 29.9% - - - - - -

　従業員数（令和５年１０月末日現在）

正規従業員数 非正規従業員数

従業員区分別

対合計

　正規従業員は全従業員のうち７０．１％を占める４，１２５人であり、規模別では「１００
人以上」の５社で１，４１１人と最も多く、次いで「３０～９９人」の１８社で１，０１６人
となっています。
　業種別では、「サービス業」の１００社３，０９９人が最も多く、次いで「卸小売業」の３
９社３３３人となっています。

　非正規雇用従業員は全従業員のうち２９．９％を占める１，７６３人であり、規模別では
「１００人以上」の３社で６１９人が最も多く、次いで「３０～９９人」の８社の４４３人と
なっています。
　業種別では、「サービス業」の７５社１，３１３人が最も多く、次いで「卸小売業」の２７
社で２８９人となっています。

区　　分

事
業
所
数合

計
小
計

小
計従

業
員
数

人
以
上

人
以
上

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

計

割合（人）

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場
合があります。
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３　事業所の概況・各種制度

≪労働組合、労働協約、就業規則≫

≪健康保険、厚生年金、雇用保険、労災保険、健康診断≫

　業種別事業所概況

有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

建設業 38 0 38 11 27 29 9 37 1 38 0 38 0 37 1 38 0

製造業 13 6 7 5 8 12 1 13 0 13 0 12 1 11 2 12 1

卸小売業 42 9 33 15 27 38 4 38 4 39 3 38 4 41 1 37 5

サービス業 100 11 89 39 61 92 8 97 3 95 5 98 2 96 4 92 8

その他 8 0 8 0 8 6 2 6 2 6 2 6 2 5 3 6 2

計 201 26 175 70 131 177 24 191 10 191 10 192 9 190 11 185 16

12.9% 87.1% 34.8% 65.2% 88.1% 11.9% 95.0% 5.0% 95.0% 5.0% 95.5% 4.5% 94.5% 5.5% 92.0% 8.0%

労
働
組
合

労
働
協
約

就
業
規
則

健
康
保
険

厚
生
年
金

雇
用
保
険

労
災
保
険

健
康
診
断

割合

　労働組合のある事業所は回答事業所のうち１２．９％の２６社、労働協約を締結している事業
所は、３４．８％の７０社となっています。
　就業規則のある事業所は８８．１％の１７７社となっています。

　社会保険(健康保険、厚生年金)及び労働保険(雇用保険、労災保険)の加入率は、すべて９４％
以上となっています。
　健康診断については９２．０％の事業所が実施しています。

区　　分

事
業
所
数

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合
があります。

26

(12.9%)

175

(87.1%)

労　 働 　組 　合 単位：社

70

(34.8%)

131

(65.2%)

労 　働 　協 　約

有 無有 無

単位：社
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177

(88.1%)

24

(11.9%)

就　  業　  規 　 則

192

(95.5%)

9

(4.5%)

雇　　用　　保　　険

190

(94.5%)

11

(5.5%)

労　　災　　保　　険

191

(95.0%)

10

(5.0%)

健　　康　　保　　険

191

（95.0%）

10
（5.0%）

厚　　生　　年　　金

185

(92.0%)

16

(8.0%)

健　　康　　診　　断

無有 無有

無有 無有

無有無有

単位：社 単位：社

単位：社 単位：社

単位：社単位：社

- 5 -



４　従業員数

≪従業員≫

従業員数

男女 計 男女 計

社 人人 人 人人 人

建設業 37 271 61 332 11 19 30

製造業 12 199 43 242 44 32 76

卸小売業 39 184 149 333 81 208 289

サービス業 100 1,287 1,812 3,099 409 904 1,313

その他 7 63 56 119 25 30 55

計 195 2,004 2,121 4,125 570 1,193 1,763

令和４年１２月末全従業員数

うち非正規雇用従業員数

　従業員数は、サービス業の女性が１，８１２人と最も多く、次いでサービス業の男性
が１，２８７人と多くなっています。

区　　　分

事
業
所
数

271 199 184

1,287

6361 43 149

1,812

56

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他

令和４年１２月末全従業員数

男性 女性

単位：人
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５　新卒者の採用状況

≪令和４年４月～令和５年３月の新規採用者数≫

新規採用状況

社 社 人 人 社

建設業 38 11 0 16 27

製造業 13 6 14 13 7

卸小売業 42 10 28 24 32

サービス業 100 42 48 115 58

その他 8 4 5 7 4

（合計） （合計） （合計※人） （合計※人） （合計）

201 73 95 175 128

36.3% - - 63.7%

建　設　業 36.3%

製　造　業 46.2%

卸 小 売 業 23.8%

サービス業 42.0%

そ　の　他 50.0%

採　用　人  数

割合

　令和４年４月～令和５年３月に採用した新規採用者は７３社２７０
人で、うち９５人が新卒者採用です。

区　　分

事
業
所
数

採
用
し
た

採
用
し
て
い
な
い

新卒者 既卒者・通年

平均

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値
が１００％にならない場合があります。

11

6

10

42

4

27

7

32

58

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

新規採用者の採用状況 単位：社

採用した 採用していない
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《令和６年４月の新卒者採用予定数》

区分

事
業
所
数
社

建設業 38

製造業 13

卸小売業 42

サービス業 100

その他 8
活
用し

計 201 9

採用予
定があ

る

採用予
定がな

い

社 社

13 25

5 8

11 31

22 78

1 7

52 149

割合 25.9% 74.1%

　令和６年４月に新卒者採用予定があるのは全体の２５．９％の５２社で、
業種別では「サービス業」が最も多く２２社、次いで「建設業」の１３社と
なっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が
１００％にならない場合があります。

13

5

11

22

1

25

8

31

78

7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

令和６年４月の新卒者採用予定数 単位：社

採用予定がある 採用予定がない
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６　令和６年４月の新卒者採用予定がない場合、その理由

令和６年４月の新卒者採用予定がない場合、その理由

区分

事
業
所
数

回
答
事
業
所
数

社 社

建設業 38 25

製造業 13 8

卸小売業 42 31

サービス業 100 78

その他 8 7

計 201 149

※その他の内容
・募集をしても応募がない
・本社、親会社において採用を行っている

従業員が充
足している

ため

業績不振ま
たは経営合
理化のため

新卒者以外
を採用して
いるため

その他

社 社 社 社

3 1 6 15

1 0 2 5

8 3 7 13

20 6 23 29

1 0 1 5

33 10 39 67

割合 22.1% 6.7% 26.2% 45.0%

　令和６年４月の新卒者の採用予定がないと回答した１４９社のうち、採用しない場合の
理由として最も多かったのは「新卒者以外を採用しているため」が全体の２６．２％の３
９社、次いで「従業員が充足しているため」が２２．１％の３３社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならな
い場合があります。

従業員が充足しているため

(22.1%)

業績不振または経営合理化のため

(6.7%)

新卒者以外を採用しているため

(26.2%)

その他

(45.0%)

令和６年４月の新卒者採用予定がない場合、その理由
単位：社
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７　令和４年１月～令和４年１２月に離職した正規従業員の離職理由

令和４年１月～令和４年１２月に離職した正規従業員の離職理由（２つまで選択）

区分

事
業
所
数

社

建設業 38

製造業 13

卸小売業 42

サービス業 100

その他 8

計 201

定
年

妊
娠
・
出
産
・
育
児

介
護

け
が
・
病
気

ス
ト
レ
ス
・
う
つ

懲
戒
解
雇

そ
の
他
自
己
都
合
等

離
職
者
な
し

社 社 社 社 社 社 社 社

4 0 0 1 0 0 17 19

2 0 0 0 0 0 7 6

1 1 1 0 0 0 19 21

13 0 1 3 2 1 58 36

0 0 0 0 0 0 4 4

20 1 2 4 2 1 105 86

割合 10.0% 0.5% 1.0% 2.0% 1.0% 0.5% 52.2% 42.8%

　令和４年１月～令和４年１２月に離職した正規従業員の離職理由として、
「その他自己都合等」が最も多く１０５社、次いで「定年」の２０社となって
います。

※「割合」欄の数値は、各項目に該当する事業所が全事業所に占める割合を表
しています。

4

2

1

13

1 1

1

1

3 2

1

17

7

19

58

4

19

6

21

36

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

単位：人令和４年１月～令和４年１２月に離職した正規従業員の離職理由

定年 妊娠・出産・育児 介護 けが・病気

ストレス・うつ 懲戒解雇 その他自己都合等 離職者なし
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８　過去３年間の新規採用正規従業員の退職者割合

過去３年間の新規採用正規従業員の退職者割合

区分

事
業
所
数

社

建設業 38

製造業 13

卸小売業 42

サービス業 100

その他 8

計 201

20%未満
20％以上～
50％未満

50％以上～
75％未満

75％以上
採用してい

ない

社 社 社 社 社

11 2 3 0 22

4 2 0 1 6

17 5 0 1 19

45 11 7 3 34

7 0 0 0 1

84 20 10 5 82

割合 41.8% 10.0% 5.0% 2.5% 40.8%

　過去３年間の新規採用正規従業員の退職者割合について、「20％未満」としているの
は２０１社中８４社で、業種別で最も多いのはサービス業の「20％未満」で４５社、次
いで「卸小売業」の「20％未満」で１７社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

20%未満

(41.8%)

20％以上～50％未満

(10.0%)50％以上～75％未満

(5.0%)

75％以上

(2.5%)

採用していない

(40.8%)

過去３年間の新規採用正規従業員の退職者割合 

単位：社
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９　労働力の充足状況

労働力の充足状況

区分

事
業
所
数
社

建設業 38

製造業 13

卸小売業 42

サービス業 100

その他 8
活
用し

計 201 9

充足し
ている

不足し
ている

過剰で
ある

無回答

社 社 社 社

9 28 0 1

6 7 0 0

20 21 0 1

43 57 0 0

3 4 0 1

81 117 0 3

割合 40.3% 58.2% 0.0% 1.5%

　労働力が「充足している」のは２０１社中８１社となっています。
　業種別では、「サービス業」の「不足している」が最も多く５７社となっています。　

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならな
い場合があります。

単位：社

充足している

(40.3%)

不足している

(58.2%)

過剰である

(0.0%)

無回答

(1.5%)

労働力の充足状況について 
単位：社
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１０　派遣社員の活用状況

派遣社員の活用状況

区分

事
業
所
数
社

建設業 38

製造業 13

卸小売業 42

サービス業 100

その他 8
活
用し

計 201 9

活用し
ている

活用を
検討

活用予
定なし

社 社 社

1 7 30

4 1 8

4 3 35

18 7 75

0 2 6

27 20 154

割合 13.4% 10.0% 76.6%

　派遣社員を「活用している」のは２０１社中２７社となっています。
　業種別では、「サービス業」が最も多く１８社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％
にならない場合があります。

活用している

(13.4%)

活用を検討

(10.0%)

活用予定なし

(76.6%)

派遣社員の活用状況
単位：社
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１１　雇用について課題を感じていること

雇用について課題を感じていること（複数回答可）

区分

事
業
所
数

社

建設業 38

製造業 13

卸小売業 42

サービス業 100

その他 8

計 201

その他の内容

人材の
確保が
難しい

若年層
の定着
率が低

い

従業員
の高齢

化

人件費
が高い

労働時
間の短
縮が難
しい

福利厚
生を充
実させ
る余裕
がない

技術の
継承が
難しい

特に
ない

そ
の
他

社 社 社 社 社 社 社 社 社

30 15 28 5 8 2 17 2 0

10 4 6 3 1 1 3 1 0

28 10 17 6 5 4 4 8 1

80 31 49 18 14 9 22 5 3

4 0 2 1 0 1 0 2 0

152 60 102 33 28 17 46 18 4

割合 75.6% 29.9% 50.7% 16.4% 13.9% 8.5% 22.9% 9.0% 2.0%

・採用コストが高い
・人材募集をしても応募がないため、採用ができない

　雇用について課題を感じていることとして「人材の確保が難しい」が最も多く１５２社、
次いで「従業員の高齢化」が１０２社となっています。

※「割合」欄の数値は、各項目に該当する事業所が全事業所に占める割合を表しています。

30

10

28

80

4

15

4

10

31

28

6

17

49

2

5

3

6

18

1

8

1

5

14

2

1

4

9

1

17

3

4

22

2

1

8

5

2

1

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

雇用について問題を感じていること 
単位：社

人材の確保が

難しい

若年層の定着

率が低い

従業員の

高齢化
人件費が

高い
労働時間の短縮が

難しい

福利厚生を充実させる

余裕がない

技術の継承が

難しい
特にない その他
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１２　インターンシップ受け入れの意向

インターンシップ受け入れの意向

区分

事
業
所
数

社

建設業 38

製造業 13

卸小売業 42

サービス業 100

その他 8

計 201

受け入れて
もよい

条件次第で
は受け入れ
てもよい

受け入れは
難しい

社 社 社

7 10 21

3 4 6

7 9 26

20 27 53

2 3 3

39 53 109

割合 19.4% 26.4% 54.2%

　インターンシップを「受け入れてもよい」または「条件次第では受け入れてもよい」として
いるのは２０１社中９２社で、業種別で最も多いのは「サービス業」の４７社、次いで「建設
業」の１７社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値
が１００％にならない場合があります。

受け入れてもよい

(19.4%)

条件次第では受け入れ

てもよい

(26.4%)

受け入れは難しい

(54.2%)

インターンシップの受け入れについて 単位：社
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１３　新卒者（正規従業員）の初任給

≪新卒者（正規従業員）の令和５年４月１日現在の初任給≫

円 円 円 円

建設業 276,000 193,711 206,500 205,167

製造業 - 175,200 184,650 208,400

卸小売業 172,085 180,852 193,895 225,594

サービス業 253,000 185,547 195,416 209,734

その他 - 212,200 - 180,000

区　　分 中　学　卒 高　校　卒 短大・専門卒 大　学　卒

平均 233,695 189,502 195,115 205,779

　中学卒では、「建設業」が最も高く、２７６，０００円となっています。次いで
「サービス業」が２５３，０００円となっています。
　高校卒では、「その他」が最も高く、２１２，２００円となっています。次いで「建
設業」が１９３，７１１円となっています。
　短大・専門卒では、「建設業」が最も高く、２０６，５００円となっています。次い
で「サービス業」が１９５，４１６円となっています。
　大学卒では、「卸小売業」が最も高く、２２５，５９４円となっています。次いで
「サービス業」が２０９，７３４円となっています。

平均

233,695
平均

189,502
平均

195,115

平均

205,779

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

中学卒 高校卒 短大・専門卒 大学卒

新卒者の初任給（令和５年４月１日現在） 単位：円

建設業 製造業 卸小売業 サービス業

その他 平均
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１４　平均年齢・平均給与月額（正規従業員）

平均年齢・平均給与月額（正規従業員）

男 女 男 女

歳 歳 円 円

建設業 48.9 52.2 328,883 209,290

製造業 43.3 44.6 310,749 222,160

卸小売業 45.5 46.3 315,796 236,470

サービス業 47.6 43.2 639,223 229,157

その他 46.5 45.7 267,742 198,121

平均 46.4 46.4 372,479 219,040

　平均年齢は、「建設業」女性の５２．２歳が最も高く、次いで「建設業」男性の４８．９歳と
なっています。
　平均給与月額は、「サービス業」男性が６３９，２２３円と最も高く、次いで「建設業」男性が
３２８，８８３円となっています。

区　　　分
平　均　年　齢 平　均　給　与　月　額

48.9

43.3

45.5
47.6 46.5

52.2

44.6
46.3

43.2

45.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他

平　均　年　齢 女性単位：歳 男性

328,883 310,749 315,796

639,223

267,742

209,290 222,160 236,470 229,157
198,121

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他

平　均　給　与　月　額 女性単位：円 男性
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１５　正規従業員に係る各制度の実施状況

正規従業員に係る各制度の実施状況（複数回答）

社 社 社 社 社 社 社

建設業 38 27 30 17 28 11 15

製造業 13 10 11 7 10 4 6

卸小売業 42 24 25 19 31 14 13

サービス業 100 73 73 49 87 45 50

その他 8 6 6 3 3 0 3

合計 201 140 145 95 159 74 87

69.7% 72.1% 47.3% 79.1% 36.8% 43.3%割合

  正規従業員に係る各制度の実施状況のうち、「通勤手当」が全体の７９．１％に当たる１
５９社で最も多く、次いで「夏期手当」が全体の６９．７％に当たる１４０社となっていま
す。

区　　分

事
業
所
数

夏
期
手
当

年
末
手
当

家
族
手
当

通
勤
手
当

燃
料
手
当

住
居
手
当

※「割合」欄の数値は、各項目に該当する事業所が全事業所に占める割合を表しています。

27

10

24

73

6

30

11

25

73

6

17

7

19

49

3

28

10

31

87

3

11

4

14

45

15

6

13

50

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

正規従業員に係る各制度の実施状況について 単位：社

夏期手当 年末手当 家族手当 通勤手当

燃料手当 住居手当
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１６　一時金の支給状況

一時金の支給状況

有 支給率 無 有 支給率 無
社 月 社 社 月 社

建設業 27 1.3 11 30 1.7 8

製造業 10 1.5 3 11 1.8 2

卸小売業 24 1.5 18 25 1.5 17

サービス業 73 1.4 27 73 1.7 27

その他 6 1.5 2 6 1.6 2

※四捨五入による誤差が生じているため、一部の値が表中の値と異なります。

夏　期　手　当 年　末　手　当

　夏期手当は回答があった事業所のうち１４０社が支給してお
り、業種間平均支給率は１．４ヶ月分となっています。
　年末手当は回答があった事業所のうち１４５社が支給してお
り、業種間平均支給率は１．７ヶ月分となっています。

区　　分

平均 140 1.4 61 145 1.7 56

2.9

3.2

3.0

3.2

3.0
3.1

2.7

2.8

2.9

3.0

3.1

3.2

3.3

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他 平均

一時金の年間平均支給率について 単位：月分

- 19 -



１７　時間外勤務（正規従業員）

≪時間外勤務≫

時間外勤務時間（正規従業員）

（１カ月平均）

　　時間　　分

建設業 13時間34分

製造業 19時間35分

卸小売業 16時間50分

サービス業 16時間40分

その他 12時間43分

#REF! #REF!

#REF! #REF!

#REF! #REF!

#REF! #REF!

#REF! #REF!

#REF! #REF!

#REF! #REF!

　１カ月の業種間平均時間外勤務時間については、１５時間５２分と
なっており、業種別では「製造業」が１９時間３５分と最も長く、次い
で「卸小売業」の１６時間５０分となっています。

区　　分

時間外勤務時間

平均 15時間52分

13時間34分

19時間35分

16時間50分 16時間40分

12時間43分

15時間52分

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他 平均

正規従業員の平均時間外勤務時間
単位：時分
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１８　週休２日制（正規従業員）

週休２日制の実施状況

完　

全

月
３
回

月
２
回

月
１
回

そ
の
他

実
施
予
定

検
討
中

予
定
な
し

社社社社社社社社社社社

建設業 38 25 6 1 9 2 7 13 1 9 3

製造業 13 11 5 0 5 0 1 2 0 0 2

卸小売業 42 31 16 1 6 1 7 11 0 2 9

サービス業 100 69 35 3 17 4 10 31 2 5 24

その他 8 6 2 0 2 0 2 2 0 1 1

合計 201 142 64 5 39 7 27 59 3 17 39

70.6% - - - - - 29.4% - - -

週　休　２　日　制

内　　　　　訳 内　　訳

割合

　週休２日制を「実施している」事業所は２０１社のうち７０．６％の１４２社で、うち
「完全実施｣が６４社、「月３回」が５社、「月２回」が３９社、「月１回」が７社、
「その他」が２７社となっています。
　また、「実施していない」事業所は２９．４％の５９社となっています。

区　　分

事
業
所
数

実
施
し
て
い
る

実
施
し
て
い
な
い

25

11

31

69

6

13

2

11

31

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

週休２日制の実施状況について 

実施していない実施している 

単位：社
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年次有給休暇制度

社社 ％ 日 日 社

建設業 38 32 84.2 8.7 14.9 6 

製造業 13 12 92.3 11.2 16.8 1 

卸小売業 42 33 78.6 8.8 17.1 9 

サービス業 100 94 94.0 10.1 16.0 6 

その他 8 5 62.5 8.0 16.1 3 

（合計） （合計） （合計）

201 176 25 

87.6% - - - 12.4%

１９　『労働基準法』により付与が義務づけられている年次有給休暇の付与日数

付与している

割合

　年次有給休暇を「付与している」事業所は２０１社のうち８７．６％の１７６社で、
年次有給休暇を付与していない事業所は１２．４％の２５社となっています。

区　　分

事
業
所
数

付
与
し
て
い
な
い

割　
　
　

合

平
均
取
得
日
数

平
均
付
与
日
数

平均 － 9.4 16.2 

32

12

33

94

5

6 

1 

9 

6 

3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

年次有給休暇制度の付与について

付与していない付与している 
 

 

単位：社
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２０ 定年制度

定年制度

社社 歳社

建設業 38 22 63.4 16

製造業 13 11 61.4 2

卸小売業 42 27 61.7 15

サービス業 100 81 62.3 19

その他 8 3 60.0 5

合計 201 144 61.7 57 71.64%

71.6% - 28.4%割合

　定年制度が「ある」事業所は２０１社のうち７１．６％の１４４社で、定年制度が「ない」事
業所は２８．４％の５７社となっています。

区　　分

事
業
所
数

あ
る

な
い年

齢

22

11

27

81

3

16

2

15

19

5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

定年制度の有無について

ない

単位：社

ある
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２１　高年齢者の６５歳までの安定した雇用の確保を目的とした『高年齢者雇用安定法』

　　　への対応

高年齢者雇用安定法への対応（複数回答）

社 社 社 社 社 社 社 社

建設業 38 7 20 8 4 1 3 5 8 5

製造業 13 3 7 0 0 0 0 3 0 3

卸小売業 42 6 24 4 2 2 1 8 5 8

サービス業 100 19 62 4 5 8 2 16 15 16

その他 8 0 3 2 0 0 0 3 0 3

合計 201 35 116 18 11 11 6 35

17.4% 57.7% 9.0% 5.5% 5.5% 3.0% 17.4%

　『高年齢者雇用安定法』に「対応する予定はない」事業所は２０１社のうち１７．４％の３
５社となっています。
　『高年齢者雇用安定法』に「対応済みである」とした中で最も多い回答は「継続雇用制度を
導入」で２０１社のうち５７．７％の１１６社となっています。

対応済みである 未対応である

割合

区　　分

事
業
所
数

定
年
年
齢
の
引

き
上
げ

継
続
雇
用
制
度

を
導
入

定
年
制
度
を
廃

止

定
年
年
齢
の
引

き
上
げ

継
続
雇
用
制
度

を
導
入

定
年
制
度
を
廃

止

対
応
す
る
予
定

は
な
い

※「割合」欄の数値は、各項目に該当する事業所が全事業所に占める割合を表しています。
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3

6

19

20

7

24
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3

8

4

4

2

4

2

5

1

2

8

3

1

2

5

3

8

16

3

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

『高年齢者雇用安定法』への対応状況について 単位：社

(対応済み）

定年年齢の引き上げ
(対応済み)

継続雇用制度を導入
(対応済み)

定年制度を廃止

(未対応)

定年年齢の引き上げ

(未対応)

継続雇用制度を導入

(未対応)

定年制度を廃止 対応する予定はない
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２２　退職金制度

退職金制度（複数回答）

社社社社社社社社

建設業 38 36 6 10 25 1 5 2 ・建設業退職金共済制度を採用しているから

製造業 13 12 6 1 7 0 1 1

卸小売業 42 31 20 0 10 0 3 11

サービス業 100 73 45 2 28 4 5 27

その他 8 6 5 1 0 0 0 2

合計 201 158 82 14 70 5 14 43 78.61%

78.6% - - - - - 21.4%

　退職金制度の「ある」事業所は、２０１社のうち７８．６％の１５８社となっています。

内　　容

その他の理由

割合

区　　分

回
答
事
業
所
数

あ
る

な
い

自
社
独
自

特
退
共

中
退
共

慣
例
等

そ
の
他

36

12

31

73

6

2

1

11

27

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

退職金制度の有無について 

ある ない

単位：社
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２３　今後の高齢者の雇用

今後の高齢者の雇用

社社社 社社

建設業 38 5 29 2 2

製造業 13 0 12 0 1

卸小売業 42 4 34 1 3

サービス業 100 11 81 4 4

その他 8 1 5 1 1

合計 201 21 161 8 11

10.4% 80.1% 4.0% 5.5%割合

　今後の高齢者の雇用について、「現状維持」が２０１社のうち８０．１％の１６１社と最も多
く、次いで「増やしたい」が１０．４％の２１社、「減らしたい」が４．０％の８社となってい
ます。

区　　分

事
業
所
数

増
や
し
た
い

現
状
維
持

減
ら
し
た
い

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合
があります。

5

4

11

1

29

12

34

81

5

2

1

4

1

2
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1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

今後の高齢者の雇用について 

増やしたい 現状維持 減らしたい

単位：社

無回答
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２４　各種保護制度の正規従業員の利用状況（生理休暇制度）

≪生理休暇制度≫

生理休暇制度

社 社 社

建設業 38 12 26

製造業 13 7 6

卸小売業 42 16 26

サービス業 100 48 52

その他 8 0 8

合計 201 83 118

41.3% 58.7%割合

　生理休暇制度を「措置している」事業者は２０１社のうち４１．３％の８３社となっています。

区　　分

事
業
所
数

措
置
し
て
い
る

措
置
し
て
い
な
い

措置している 措置していない

12

7

16

48

26

6

26

52

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

生理休暇制度の有無について
単位：社
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２５　各種保護制度の正規従業員の利用状況（産前産後休暇制度）

≪産前産後休暇制度≫

産前産後休暇制度

社 社 社

建設業 38 14 24

製造業 13 8 5

卸小売業 42 24 18

サービス業 100 64 36

その他 8 4 4

合計 201 114 87

56.7% 43.3%割合

　産前産後休暇制度を「措置している」事業者は２０１社のうち５６．７％の１１４社となっていま
す。

区　　分

事
業
所
数

措
置
し
て
い
る

措
置
し
て
い
な
い

措置している 措置していない

14

8

24

64

4

24

5

18

36

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

産前産後休暇制度の有無について

単位：社
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２６　各種保護制度の正規従業員の利用状況（育児休業制度）

≪育児休業制度≫

育児休業制度

社 社 社

建設業 38 13 25

製造業 13 8 5

卸小売業 42 24 18

サービス業 100 65 35

その他 8 3 5

合計 201 113 88

56.2% 43.8%割合

　育児休業制度を「措置している」事業者は２０１社のうち５６．２％の１１３社となっています。

区　　分

事
業
所
数

措
置
し
て
い
る

措
置
し
て
い
な
い

措置している
 

措置していない

13

8

24

65

3

25

5
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35

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

育児休業制度の有無について
単位：社
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２７　育児時間制度

≪育児時間制度≫

育児時間制度

社 社 社

建設業 38 11 27

製造業 13 6 7

卸小売業 42 23 19

サービス業 100 42 58

その他 8 4 4

合計 201 86 115

42.8% 57.2%割合

　育児時間制度を「措置している」事業者は２０１社のうち４２．８％の８６社となっています。

区　　分

事
業
所
数

措
置
し
て
い
る

措
置
し
て
い
な
い

措置している 措置していない

11
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23

42
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4
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卸小売業

サービス業

その他

育児時間制度の有無について
単位：社
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２８　介護休業制度

≪介護休業制度≫

介護休業制度

社 社 社

建設業 38 13 25

製造業 13 7 6

卸小売業 42 25 17

サービス業 100 58 42

その他 8 1 7

合計 201 104 97

51.7% 48.3%割合

　介護休業制度を「法に従って措置している」事業者は２０１社のうち５１．７％の１０４社となって
います。

区　　分

事
業
所
数

措
置
し
て
い
る

措
置
し
て
い
な
い

措置している 措置していない

13

7

25

58

1

25

6

17

42

7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

介護休業制度の有無について
単位：社
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２９　『女性活躍推進法』に定められている行動計画策定について

行動計画の策定状況

社社社社社社

建設業 38 2 2 2 19 13

製造業 13 4 0 0 4 5

卸小売業 42 12 0 2 12 16

サービス業 100 23 4 3 51 19

その他 8 1 0 2 3 2

合計 201 42 6 9 89 55

20.9% 3.0% 4.4% 44.3% 27.4%割合

　『女性活躍推進法』に定められている行動計画を「策定し公表している」事業所は、２０
１社のうち２０．９％の４２社となっています。
　一方、４４．３％の８９社が行動計画策定の「課題分析を行っている」としています。

区　　分

事
業
所
数

策
定
し
公
表
し

て
い
る

策
定
中

策
定
等
を
予
定

し
て
い
る

課
題
分
析
を

行
っ
て
い
る

無
回
答

2

4

12

23

1

2

4

2

2

3

2

19

4

12

51

3

13

5

16

19

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

行動計画の策定状況について 

策定し公表している 策定中 策定等を予定している

課題分析を行っている

単位：社

無回答
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３０　妊娠・出産・育児・介護のため退職した方の再雇用制度

社社社社社

建設業 38 5 14 10 9

製造業 13 3 1 5 4

卸小売業 42 13 7 17 5

サービス業 100 28 30 38 4

その他 8 2 4 0 2

合計 201 51 56 70 24

25.4% 27.9% 34.8% 11.9%

　再雇用制度が「ある」事業所は２０１社のうち２５．４％の５１社となっています。

割合

区　　分

事
業
所
数

あ
る

検
討
中

な
い

無
回
答

5

3

13

28

2

14

1

7

30

4

10

5

17

38

9

4

5

4

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

妊娠・出産・育児・介護のために退職した方の

再雇用制度の有無

ある 検討中 ない

単位：社

無回答

- 33 -



３１　事業所内で女性が占める役職者（管理職以上）の割合

男女別役職者（管理職以上）数

社人人
女性役職
者

男性役職
者

建設業 38 74 16 #REF! #REF!

製造業 13 122 8 #REF! #REF!

卸小売業 42 279 32 #REF! #REF!

サービス業 100 424 115 #REF! #REF!

その他 8 12 6 #REF! #REF!

合計 201 911 177

83.7% 16.3%割合

　管理職以上の役職者に占める女性の割合は、１６.３％の１７７人となっています。

区　　分

事
業
所
数

男
性
役
職
者

女
性
役
職
者

74

122

279

424

12

16

8

32

115

6
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製造業

卸小売業

サービス業
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役職者（管理職以上）の男女の割合

男性 女性

単位：人
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３２　障がい者の雇用

b

障がい者の雇用

社社社

建設業 38 2 36

製造業 13 5 8

卸小売業 42 5 37

サービス業 100 21 79

その他 8 2 6

合計 201 35 166

17.4% 82.6%

　障がい者を「雇用している」事業所は２０１社のうち１７．４％の３５社となっています。
　業種別ではサービス業が一番多く、２１社となっています。

割合

区分

事
業
所
数

雇
用
し
て
い
る

雇
用
し
て
い
な
い

2

5

5

21

2

36

8

37

79

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

障がい者の雇用状況について

雇用している 雇用していない

単位：社
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３３　障がいの種類別の雇用人数（正規従業員）

正規従業員のうち、障がいの種類別の雇用人数（複数回答）

社人人人人人人

建設業 2 3 0 0 0 0 3

製造業 5 5 2 0 0 0 7

卸小売業 5 11 0 1 0 0 12

サービス業 21 26 6 4 0 0 36

その他 2 2 0 0 1 0 3

合計 35 47 8 5 1 0 61

77.0% 13.1% 8.2% 8.2% 0.0% 100.0%割合

　障がいの種類のうち、「身体障がい」が全体の７７．０%の４７人となっています。
　業種別ではサービス業が最も多く、「身体障がい」で２６人となっています。

区　　分

事
業
所
数

身
体
障
が
い

知
的
障
が
い

精
神
障
が
い

発
達
障
が
い

そ
の
他

合
計

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合があ
ります。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業
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サービス業
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正規従業員のうち、障がいの種類別の雇用人数 単位：人

身体障がい 知的障がい 精神障がい

発達障がい その他
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３４　障がいの種類別の雇用人数（パートタイマー）

パートタイマー従業員のうち、障がいの種類別の雇用人数（複数回答）

社人人人人人人

建設業 2 0 0 0 0 0 0

製造業 5 2 6 2 0 1 11

卸小売業 5 52 86 54 0 0 192

サービス業 21 13 5 7 9 0 34

その他 2 0 0 0 0 0 0

合計 35 67 97 63 9 1 237

28.3% 40.9% 26.6% 3.8% 0.4% 100.0%割合

　障がいの種類のうち、「知的障がい」が全体の４０．９%に当たる９７人で最も多く、次いで「身
体障がい」が全体の２８．３％に当たる６７人となっています。

区　　分

事
業
所
数

身
体
障
が
い

知
的
障
が
い

精
神
障
が
い

発
達
障
が
い

そ
の
他

合
計

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合があ
ります。
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身体障がい 知的障がい 精神障がい

発達障がい その他
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３５　障がい者を雇用していない理由

障がい者を雇用していない理由（複数回答）

社 社 社 社 社 社 社 社 社

建設業 36 18 15 3 5 3 1 9 1

製造業 8 5 4 2 0 1 0 0 1

卸小売業 37 19 8 3 1 2 0 11 4

サービス業 79 48 15 5 8 10 0 15 11

その他 6 2 0 0 0 0 1 1 1

合計 166 92 42 13 14 16 2 36 18

55.4% 25.3% 7.8% 8.4% 9.6% 1.2% 21.7% 10.8%

※その他の内容…応募がない・本社で採用している

割合

  障がい者雇用を行わない理由のうち、「業務内容へ配慮が難しい（サポートが必要となる）」が
全体の５５．４％に当たる９２社で最も多く、次いで「安全・衛生管理上の問題がある」が全体の
２５．３％に当たる４２社となっています。

区　　分

事
業
所
数

業
務
内
容
へ
の
配
慮
が

難
し
い
（
サ
ポ
ー
ト
が

必
要
と
な
る
）

安
全
・
衛
生
管
理
上
の

問
題
が
あ
る

障
が
い
の
特
性
に
つ
い

て
理
解
す
る
必
要
が
あ

る

労
働
時
間
へ
の
配
慮
が

難
し
い

通
期
手
段
へ
の
配
慮
が

難
し
い

雇
用
し
た
い
が
ど
こ
に

相
談
し
た
ら
よ
い
か
わ

か
ら
な
い

障
が
い
の
有
無
に
関
わ

ら
ず
新
規
雇
用
の
予
定

が
な
い

そ
の
他

※「割合」欄の数値は、各項目に該当する事業所が全事業所に占める割合を表しています。

18

5

19

48

2

15

4

8

15

3

2

3

5

5

1

8

3

1

2

10

1

1

9

11

15

1

1

1

4

11

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

障がい者雇用に踏み切れない理由 単位：社

業務内容への配慮が難しい 安全・衛生管理上の問題がある 障がいの特性について理

解する必要がある

労働時間への配慮が難

しい
通期手段への配慮が難しい 雇用したいがどこに相

談したらよいかわから

ないその他障がいの有無に関わらず新規採用の

予定がない

- 38 -



３６　『今後の障がい者の雇用』

今後の障がい者の雇用

社社社社社

建設業 38 0 1 11 26

製造業 13 0 1 5 7

卸小売業 42 1 2 14 25

サービス業 100 10 2 34 54

その他 8 0 1 2 5

合計 201 11 7 66 117

5.5% 3.5% 32.8% 58.2%

　今後の障がい者の雇用について「雇用は難しい」事業所は２０１社のうち５８．２％の１１７
社となっています。

割合

区分

事
業
所
数

募
集
を
行
っ
て
い
る

雇
用
し
た
い

（
検
討
中
）

機
会
が
あ
れ
ば
雇
用
し

た
い

雇
用
は
難
し
い

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合
があります。
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３７　パートタイマーの従業員数・平均年齢・平均時間給

平均年齢・平均時間給（パートタイマー）

男 女 男 女 男 女

社 人 人 歳 歳 円 円

建設業 38 7 17 72.3 45.6 997 1,063

製造業 13 41 43 58.8 46.7 1,287 1,010

卸小売業 42 2,585 11,198 45.9 46.9 1,063 1,024

サービス業 100 358 818 50.7 45.3 1,052 1,085

その他 8 25 29 47.5 40.5 1,020 1,023

平均 201 603 2,421 55.0 45.0 1,084 1,041

　従業員数は、卸小売業女性の１１，１９８人が最も多く、次いで卸小売業男性の２，５８５人と
なっています。
　平均年齢は、建設業男性の７２．３歳が最も高く、次いで製造業男性の５８．８歳となっていま
す。
　平均時間給では、製造業男性が１，２８７円と最も高く、次いでサービス業女性が１，０８５円と
なっています。

区　　　分

事
業
所
数

従　業　員　数 平　均　年　齢 平　均　給　与　時　給

（合計）

7 41

2,585

358 2517 43

11,198

818
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他

従　業　員　数

男性

女性

72.3

58.8

45.9
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997

1,287

1,063 1,052 1,020
1,063 1,010 1,024

1,085

1,023
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３８　パートタイマーの諸制度

≪パートタイマーの諸制度について≫

パートタイマーの諸制度（複数回答）

社 社 社 社 社 社 社 社 社

建設業 38 8 5 4 4 3 6 25 0

製造業 13 3 3 0 0 3 4 5 0

卸小売業 42 17 13 2 14 15 16 13 1

サービス業 100 37 21 5 34 25 41 32 4

その他 8 5 2 0 2 1 2 2 1

合計 201 70 44 11 54 47 69 77 6

34.8% 21.9% 5.5% 26.9% 23.4% 34.3% 38.3% 3.0%割合

※「割合」欄の数値は、各項目に該当する事業所が全事業所に占める割合を表しています。

　パートタイマーの諸制度については｢昇給制度」が２０１社のうち７０社、「福利厚生制
度」が６９社となっています。

区　　分

事
業
所
数

昇
給
制
度

賞
与

退
職
金
制
度

正
規
従
業
員
へ
の

昇
格
制
度

各
保
護
制
度
（
育

児
・
介
護
制
度
）

福
利
厚
生
制
度

特
に
な
し

そ
の
他

8

3

17

37

5

5

3

13

21

2

4

2

5

4

14

34

2

3

3

15

25

1

6

4

16

41

2

25

5

13

32

2

1

4

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの諸制度の実施状況について 単位：社

昇給制度 賞与 退職金制度 正規従業員への昇格制

度

各保護制度（育

児・介護制度） 福利厚生制度 特になし その他
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３９　働き方改革の取り組み内容

働き方改革の取り組み内容（複数回答）

区分

事
業
所
数

社

建設業 38

製造業 13

卸小売業 42

サービス業 100

その他 8

計 201

同
一
労
働
同
一
賃

金
の
実
現

「
勤
務
間
イ
ン

タ
ー
バ
ル
」
制
度

の
導
入

年
次
有
給
休
暇
消

化
率
の
向
上

テ
レ
ワ
ー
ク
（
在
宅

勤
務
）
の
導
入
・
促

進

副
業
・
兼
業
を
認

め
る

フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ

ム
制
の
導
入

従
業
員
の
生
産
性

の
向
上

男
性
の
育
児
休

暇
取
得
の
促
進

そ
の
他

社 社 社 社 社 社 社 社 社

5 0 23 3 8 5 11 3 0

5 3 8 2 2 2 3 3 0

12 2 27 3 7 6 13 8 0

31 7 70 6 24 8 27 22 1

2 0 5 0 2 0 2 0 0

55 12 133 14 43 21 56 36 1

割合 27.4% 6.0% 66.2% 7.0% 21.4% 10.4% 27.9% 17.9% 0.5%

　働き方改革の取り組み内容として、「年次有給休暇消化率の向上」が１３３社で最も多く、次いで
「従業員の生産性の向上」が５６社となっています。

※「割合」欄の数値は、各項目に該当する事業所が全事業所に占める割合を表しています。

5

5

12

31

2

3

2

7

23

8

27

70

5

3

2

3

6

8

2

7

24

2

5

2

6

8

11

3

13

27

2

3

3

8

22

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

働き方改革の取り組みについて 単位：社

同一労働同一賃金

の実現

「勤務間インター

バル」制度の導入

年次有給休暇消化

率の向上

テレワーク（在宅勤

務）の導入・促進

副業・兼業を認め

る

フレックスタイム

制の導入
従業員の生産性

の向上

 男性の育児休

暇取得の促進
その他
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４０　外国人労働者の雇用

外国人労働者の雇用

社 社 社

建設業 38 3 35

製造業 13 1 12

卸小売業 42 3 39

サービス業 100 9 91

その他 8 0 8

合計 201 16 185

8.0% 92.0%

　外国人労働者を「雇用している」事業所は２０１社のうち８．０％の１６社となっています。

割合

区分 事業所数 雇 用 し て い る 雇 用 し て い な い

3

1

3

9

35

12

39

91

8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

外国人労働者の雇用について

雇用している 雇用していない

単位：社
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４１　男性外国人労働者の雇用形態について

男性外国人労働者の雇用形態について

区分

事
業
所
数

社

建設業 3

製造業 1

卸小売業 3

サービス業 9

その他 0

計 16

永
住
者
・
定

住
者
・
日
本

人
の
配
偶
者

等

特
定
技
能

技
能
実
習

そ
の
他

合
計

人 人 人 人 人

0 3 6 0 9

0 0 0 0 0

1 12 20 25 58

2 4 4 5 15

0 0 0 0 0

3 19 30 30 82

割合 3.7% 23.2% 36.6% 36.6% 100.0%

※事業所数は性別の分けなく、外国人労働者を雇用している事業所を計上しています。

　外国人労働者を雇用している事業所１６社のうち、男性外国人労働者の雇用形態別では「永住者・定住
者・日本人の配偶者等」が３人、「特定技能」が１９人、「技能実習」が３０人、「その他」が３０人で
合計８２人となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合がありま
す。
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0
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0
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男性外国人労働者の雇用形態について 単位：人

永住者・定住者・

日本人の配偶者等
特定技能 技能実習 その他
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４２　女性外国人労働者の雇用形態について

女性外国人労働者の雇用形態について

区分

事
業
所
数

社

建設業 3

製造業 1

卸小売業 3

サービス業 9

その他 0

計 16

永
住
者
・
定

住
者
・
日
本

人
の
配
偶
者

等

特
定
技
能

技
能
実
習

そ
の
他

合
計

人 人 人 人 人

0 0 0 0 0

1 0 0 0 1

16 15 94 12 137

2 0 16 36 54

0 0 0 0 0

19 15 110 48 192

割合 9.9% 7.8% 57.3% 25.0% 100.0%

※事業所数は性別の分けなく、外国人労働者を雇用している事業所を計上しています。

　外国人労働者を雇用している事業所１６社のうち、女性外国人労働者の雇用形態別では「永住者・定住
者・日本人の配偶者等」が１９人、「特定技能」が１５人、「技能実習」が１１０人、「その他」が４８
人で合計１９２人となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合がありま
す。

0

1

16

2

0

0

15

0

0

94

16

0

0
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36

0
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特定技能 技能実習 その他
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４３　技能実習制度の形態

技能実習制度の形態

区分

事
業
所
数

社

建設業 3

製造業 1

卸小売業 3

サービス業 9

その他 0

計 16

企
業
単
独
型

団
体
監
理
型

技
能
実
習
生
を
雇

用
し
て
い
な
い

社 社 社

1 2 0

0 0 1

0 2 1

1 5 3

0 0 0

2 9 5

割合 12.5% 56.3% 31.3%

　外国人労働者を雇用している事業所１６社のうち技能実習制度が「企業単独型」は１２．５％の２社、
「団体監理型」は５６．３％の９社、「技能実習生を雇用していない」は３１．３％の５社となっていま
す。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合がありま
す。

企業単独型 団体監理型
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2

5
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0
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４４　今後の外国人労働者の雇用

今後の外国人労働者の雇用

区分

事
業
所
数

 

社

建設業 38

製造業 13

卸小売業 42

サービス業 100

その他 8

計 201

雇
用
し
た
い

検
討
中

雇
用
す
る
予
定
は
な
い

社 社 社

3 10 25

2 3 8

8 6 28

13 19 68

0 2 6

26 40 135

割合 12.9% 19.9% 67.2%

　外国人労働者について２０１社のうち「雇用したい」は１２．９％の２６社、「検討中」は１９．
９％の４０社で、「雇用する予定はない」は６７．２％の１３５社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合があ
ります。

雇用したい 検討中 雇用する予定はない
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４５　外国人労働者を雇用しない理由

外国人労働者を雇用しない理由（複数回答）

区分

事
業
所
数

社

建設業 35

製造業 11

卸小売業 34

サービス業 87

その他 8

計 175

手
続
き
が
煩
雑

言
葉
な
ど
の
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
の
不
安

雇
用
制
度
が
よ
く

わ
か
ら
な
い

外
国
人
に
関
わ
ら

ず
新
規
雇
用
の
予

定
が
な
い

作
業
内
容
に
よ
っ

て
は
サ
ポ
ー
ト
が

必
要
と
な
る

雇
用
す
る
こ
と
に

漠
然
と
し
た
不
安

が
あ
る

そ
の
他

社 社 社 社 社 社 社

10 17 8 7 8 6 2

4 7 1 1 0 2 1

7 14 2 6 6 5 4

21 51 6 17 27 11 9

1 3 1 0 2 2 1

43 92 18 31 43 26 17

割合 24.6% 52.6% 10.3% 17.7% 24.6% 14.9% 9.7%

　今後外国人を雇用する予定がない、または検討中と回答した１７５社のうち外国人
労働者を雇用しない理由として最も多い回答は「言葉などのコミュニケーションの不
安」が５２．６％に当たる９２社で、次いで「手続きが煩雑」及び「作業内容によっ
てはサポートが必要となる」が２４．６％の４３社となっています。

※「割合」欄の数値は、各項目に該当する事業所が全事業所に占める割合を表してい
ます。

手続きが煩雑 雇用制度がよくわ

からない

言葉などのコミュニケーションの

不安

外国人にかかわらず新規

雇用の予定がない

作業内容によっ

てはサポートが

必要となる
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7
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1
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7
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51

3

8

1

2

6

1
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1

6
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外国人労働者を雇用しない理由

雇用することに漠然

とした不安がある
その他
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４６　ハラスメントへの対応

≪ハラスメント防止の周知≫

ハラスメントへの対応状況

社 社 社社社社

建設業 38 31 7 7 6 25

製造業 13 8 5 8 0 5

卸小売業 42 34 8 23 2 17

サービス業 100 82 18 46 13 41

その他 8 7 1 4 1 3

合計 201 162 39 88 22 91

80.6% 19.4% 43.8% 10.9% 45.3%割合

　ハラスメント防止の周知を「している」事業所は１６２社、「していない」事業所は３９社と
なっています。

≪ハラスメント相談窓口≫

　相談窓口が「ある」事業所は８８社、「設置を検討中」とした事業所は２２社となっていま
す。

区　　分

事
業
所
数

ハラスメント防止
の周知

ハラスメント相談窓
口の設置

し
て
い
る

し
て
い
な
い

あ　
　
　

る

設
置
を
検
討
中

な　
　
　

い

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合
があります。

7

8

23

46

4

6

2

13

1

25

5

17

41

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

ハラスメント相談窓口の設置状況について 

ある 設置を検討中 ない

単位：社
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４７　人材等について

人材等についての課題（複数回答可）

区分

事
業
所
数

社

建設業 38

製造業 13

卸小売業 42

サービス業 100

その他 8

計 201

希
望
す
る
条
件
の
人

材
の
応
募
が
な
い

内
定
を
辞
退
さ
れ
る

従
業
員
が
定
着
し
な

い

人
員
が
足
り
な
い

技
術
の
継
承
が
進
ま

な
い

人
材
育
成
の
ノ
ウ
ハ

ウ
が
わ
か
ら
な
い

人
材
を
確
保
す
る
予

算
が
足
り
な
い

人
材
育
成
に
費
や
す

時
間
が
足
り
な
い

福
利
厚
生
を
充
実
さ

せ
た
い

そ
の
他

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

26 1 6 9 17 2 4 14 9 0

5 1 4 2 2 0 1 0 1 0

24 6 5 6 3 2 3 7 6 2

57 12 28 22 14 3 10 20 22 5

4 0 0 0 0 0 1 0 0 2

116 20 43 39 36 7 19 41 38 9

割合 57.7% 10.0% 21.4% 19.4% 17.9% 3.5% 9.5% 20.4% 18.9% 4.5%

　人材等についての課題として、「希望する条件の人材応募がない」が１１６社で最も多く、次
いで「従業員が定着しない」が４３社となっています。

※「割合」欄の数値は、各項目に該当する事業所が全事業所に占める割合を表しています。

26

5

24

57
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1

1

6
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6

4

5

28

9

2

6

22
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14
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10

1

14

7

20
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1

6

22

2
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2
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建設業

製造業
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サービス業

その他

人材等について 単位：社

希望する条件の

人材の応募がな

内定を辞退される 従業員が定着

しない
人員が足りない 技術の継承が

進まない

人材育成のノ

ウハウがわか

らない

人材を確保する

予算が足りない

人材育成に

費やす時間

が足りない

福利厚生を充実

させたい
その他
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４８　雇用・労働施策について

雇用・労働の関連で必要と感じる施策について（複数回答可）

区分

事
業
所
数

社

建設業 38

製造業 13

卸小売業 42

サービス業 100

その他 8

計 201

若
年
者
の
地
元
定
着
促
進

（
企
業
説
明
会
や
見
学
会
の

開
催
等
）

就
業
相
談
窓
口
に
お
け
る
雇

用
促
進
（
各
種
相
談
窓
口
の

集
約
等
）

働
き
方
改
革
の
支
援
（
従
業

員
の
育
成
や
多
様
な
人
材
の

活
用
に
関
す
る
支
援
等
）

季
節
労
働
者
の
通
年
雇
用
化

（
各
種
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
、
資

格
取
得
支
援
等
）

フ
リ
ー
ラ
ン
ス
の
育
成
支
援

（
在
職
者
等
の
副
業
・
兼
業

に
よ
る
企
業
支
援
等
）

そ
の
他

社 社 社 社 社 社

17 7 15 4 0 1

7 3 3 0 0 0

17 9 8 2 1 1

51 29 31 2 6 5

3 1 1 0 0 2

95 49 58 8 7 9

割合 47.3% 24.4% 28.9% 4.0% 3.5% 4.5%

　雇用・労働の関連で必要と感じる施策として、「若年者の地元定着促進（企業説明会や見学会
の開催等）」が９５社で最も多く、次いで「働き方改革の支援（従業員の育成や多様な人材の活
用に関する支援等）」が５８社となっています。

※「割合」欄の数値は、各項目に該当する事業所が全事業所に占める割合を表しています。

17

7

17

51

3

7

3

9
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1
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3

8
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1

4

2

2

1

6

1

1

5
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

雇用・労働関連で必要と感じる施策について 単位：社

若年者の地元定

着促進

就業相談窓口における

雇用促進

働き方改革の

支援

季節労働者の通

年雇用化

フリーランスの育

成支援
その他
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４９　BCP（事業継続計画）の策定状況

社社社社 社

建設業 38 1 3 18 16

製造業 13 2 0 6 5

卸小売業 42 6 2 14 20

サービス業 100 22 10 29 39

その他 8 1 0 3 4

合計 201 32 15 70 84

15.9% 7.5% 34.8% 41.8%割合

　BCP（事業継続計画）を「策定している」事業者は、２０１社のうち１５．９％の３２社、
「予定はない」事業者は４１．８％の８４社となっています。

区　　分

事
業
所
数

予
定
は
な
い

策
定
し
て
い
る

策
定
中

策
定
を
検
討
中

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場
合があります。

1

2

6

22

1

3

2

10

18

6

14

29

3

16

5

20

39

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

BCP(事業継続計画)の策定状況について 

策定している 策定中

単位：社

策定を検討中 策定の予定はない
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５０　BCPを策定する上での課題

BCPを策定する上での課題（複数回答可）

区分

事
業
所
数

社

建設業 34

製造業 11

卸小売業 34

サービス業 68

その他 7

計 154

ス
キ
ル
・
ノ

ウ
ハ
ウ
が
な

い

策
定
す
る
人

材
を
確
保
す

る
こ
と
が
出

来
な
い

策
定
す
る
時

間
を
確
保
で

き
な
い

策
定
す
る
費

用
を
確
保
で

き
な
い

実
践
的
に
使

え
る
計
画
に

す
る
こ
と
が

難
し
い

リ
ス
ク
の
具

体
的
な
想
定

が
難
し
い

必
要
性
を
感

じ
な
い

そ
の
他

社 社 社 社 社 社 社 社

8 11 9 2 11 8 3 1

6 2 3 1 1 1 0 0

9 6 8 2 8 9 6 1

28 21 29 12 20 10 8 1

2 1 3 0 0 0 4 0

53 41 52 17 40 28 21 3

割合 34.4% 26.6% 33.8% 11.0% 26.0% 18.2% 13.6% 1.9%

　BCP策定を検討中・予定はない事業者のうち、BCPを策定する上での課題として「スキル・ノウハウがな
い」が最も多く５３社、次いで「策定する時間を確保できない」が５２社となっています。

※「割合」欄の数値は、各項目に該当する事業所が全事業所に占める割合を表しています。

8

6

9

28

2

11

2

6

21

1

9

3

8

29

3

2

1

2

12

11

1

8

20

8

1

9

10

3

6

8

4

1

1

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

BCPを策定する上での課題 単位：社

スキル・ノウハウがな

い

策定する人材を確保す

ることが出来ない

策定する時間を確保で

きない

策定する費用を確保で

きない

実践的に使える計画にす

ることが難しい
リスクの具体的な想定が

難しい
必要性を感じない その他

- 54 -



５１　奨学金返済に関する支援について

奨学金返済に関する支援について

社社社社

建設業 38 0 7 31

製造業 13 0 2 11

卸小売業 42 1 1 40

サービス業 100 4 2 94

その他 8 0 0 8

合計 201 5 12 184

2.5% 6.0% 91.5%

社

建設業 0

製造業 0

卸小売業 1

サービス業 4

その他 0

割合

（年） （万）

0.0 0

0.0 0

- 240
※期間等を定めず、会社に在籍すること
を条件に返済金額の一部を免除している

3.5 30

0.0 0

平均 0.9 54

  奨学金の返済支援制度について、「支援を設けている」と答えた事業所は２０１社のうち２．５％
の５社となっています。

区　　分

事
業
所
数

制
度
を
設
け
て
い
る

現
在
、
支
援
を
検
討
し
て

い
る

制
度
を
設
け
る
予
定
は
な

い

  平均支援金額は、サービス業の３.５年が最も長くなっています。
　平均支援上限金額では、卸小売業が２４０万円と最も高く、次いでサービス業が３０万円となって
います。

区　　　分

事
業
所
数

支援期間
（平均）

支援上限金額
（平均）

 制度を設けている

(2.5%)

現在、支援を検討

している

(6.0%)

制度を設ける予定はない

(91.5%)

奨学金の返済支援制度について 
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５２　ITツールの導入について

ITツールの導入について

社社社社 社

建設業 38 10 3 11 14

製造業 13 6 1 3 3

卸小売業 42 22 2 7 11

サービス業 100 50 4 17 29

その他 8 5 1 1 1

合計 201 93 11 39 58

46.3% 5.5% 19.4% 28.9%割合

　『ITツール』を「導入した」事業者は２０１社のうち４６．３％の９３社、「導入予定はな
い」事業者は２８．９％の５８社となっています。

区　　分

事
業
所
数

導
入
し
た

導
入
す
る
予
定

導
入
を
検
討
中

導
入
の
予
定
は

な
い

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合
があります。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

ITツールの導入状況について 

導入した 導入する予定

単位：社

導入を検討中 導入の予定はない
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５３　ITツールの導入内容

ITツールの導入・検討内容（複数回答可）

区分

事
業
所
数

社

建設業 24

製造業 10

卸小売業 31

サービス業 71

その他 7

計 143

文
書
の
電
子

化
・
ペ
ー

パ
ー
レ
ス
化

ク
ラ
ウ
ド

サ
ー
ビ
ス
の

活
用

電
子
商
取
引

の
実
施

A
I
の
活
用

営
業
活
動
・

会
議
の
オ
ン

ラ
イ
ン
化

I
o
T
の
活

用
そ
の
他

社 社 社 社 社 社 社

18 7 7 0 9 0 0

8 3 2 2 4 3 0

22 14 11 5 17 2 0

52 32 15 5 32 3 4

3 3 0 1 2 1 0

103 59 35 13 64 9 4

割合 72.0% 41.3% 24.5% 9.1% 44.8% 6.3% 2.8%

　ITツールを導入した・導入する予定・検討中の事業所のうち、内容として「文書の電子
化・ペーパーレス化」が最も多く１０３社、次いで「営業活動・会議のオンライン化」が６
４社となっています。

※「割合」欄の数値は、各項目に該当する事業所が全事業所に占める割合を表しています。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

ＩＴツールの導入・検討内容について 
単位：社

文書の電子化・ペー

パーレス化
クラウドサービスの

活用
電子商取引の実施 AIの活用

営業活動・会議のオンライン化 IoTの活用 その他
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５４　ITツールを導入しない理由

ITツールを導入しない理由（複数回答）

区分

事
業
所
数

無
回
答

社 社

建設業 14 6

製造業 3 1

卸小売業 11 3

サービス業 29 4

その他 1 0

計 58 14

-

導
入
に
か
か
る
コ

ス
ト
が
高
い

I
T
に
関
す
る
知

識
が
な
い

検
討
す
る
時
間
が

な
い

必
要
性
を
感
じ
な

い
そ
の
他

社 社 社 社 社

1 4 0 4 0

1 1 0 0 0

4 0 2 4 0

3 6 1 18 1

0 0 0 1 0

9 11 3 27 1

割合 15.5% 19.0% 5.2% 46.6% 1.7%

※「割合」欄の数値は、各項目に該当する事業所が全事業所に占める割合を表しています。

　ITツールの導入予定がない５８社のうち最も多い回答は「必要性を感じない」が全体の４
６．６％に当たる２７社で、次いで「ITに関する知識がない」が１９．０％の１１社となっ
ています。

導入にかかるコスト

が高い
検討する時間がないITに関する知識がない

必要性を感じない その他

1

1

4

3

4

1

6

2

1

4

4

18

1

1

6

1

3

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

ITツールを導入しない理由について
単位：社

無回答
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